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第 1 章 

アジア諸国の産業連関構造：成長と融合 
－2000 年アジア国際産業連関表を利用して－ 

 

岡本信広 猪俣哲史 桑森啓 孟渤 中村純 佐藤創 

 

要約 

 2000 年アジア国際産業連関表が完成した。本稿では作成の過程を紹介す

るとともに、産業構造、貿易構造、後方連関、最終需要依存度の観点から簡

単に分析を行った。その結果、中国経済のプレゼンスが大きくなり、アジア

地域内の空間構造が大きく変化したことがわかった。 

 

キーワード： 

 アジア国際産業連関表、産業構造、貿易構造、後方連関、依存度 

 
 

  はじめに 

 

 アジア経済研究所では、アジア太平洋地域の経済相互依存関係とその変化

を分析するための用具として東アジアを対象とした国際産業連関表を作成し

てきたが、本年 1 月に東アジア 8 カ国（韓国、中国、台湾、フィリピン、マ

レーシア、シンガポール、タイ、インドネシア）に日本、米国を加えた「2000

年アジア国際産業連関表」（Institute of Developing Economies 2006）を完成さ

せた。この 2000 年表の完成により、アジア太平洋諸国の大部分を包含した、

アジア国際産業連関表が 5時点（1975, 85, 90, 95, 2000年）揃ったことになる。 

 過去に作成した表との対比を行うと以下のとおりである。 
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アジア国際産業連関表の比較 

 内生国数 内生部門数 付加価値項目数 最終需要項目数 
1975 年表  81  56 4 4 
1985 年表 102 243 4 4 
1990 年表 10 78 4 4 
1995 年表 10 78 4 4 
2000 年表 10 764 4 55 

 

 本稿では、完成した 2000 年アジア国際産業連関表を利用して、アジア諸国

の産業構造がどのように変化したかを考察する。時系列でみると、20 年以上

の間、アジア各国は国ごと、または時期によって濃淡はあるものの、一定の

経済成長を実現し、同時に空間的な相互依存関係（融合）も深めつつある。

したがって、本稿では、「成長」と「融合」の観点から、アジア諸国の産業構

造を記述し、理解することを目的として、各担当者が分担執筆を行った。 

本稿は以下の構成をとる。まず、①2000 年アジア国際産業連関表の構成・

作成過程（岡本信広・猪俣哲史）を紹介する。そしてデータを用いた分析事

例として、成長の観点から②産業構造と③貿易構造（孟渤）を観察し、融合

の観点から④後方連関（佐藤創）、⑤依存度（中村純）を明らかにする。 後

に結果をとりまとめるとともに今後の研究課題について触れる。なお、全体

のとりまとめは岡本と桑森で行った6。 

                                                        
1 インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、韓国、日本、米国 
2 上記の国及び中国、台湾 
3 公表部門は 24 であるが、作業部門は 77 であり、1990 年表の部門とほぼ対応している。 
4 第一次産業の部門数が減少し、電子電気機械及びサービス部門が増加した。 
5 シンガポールと中国で独自に設定した。 
6 分析については上記 6 名で行ったが、表の作成自体には、佐野敬夫（岐阜聖徳学園大

学教授）、小山田和彦（在セント・ポール海外派遣員）、内田陽子（在ウェスト・ラフ
ァイエット海外派遣員）も加わったことを付け加えておく。 
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１．2000 年アジア国際産業連関表の構成と作成過程 

 

（1）表の構成 

 アジア国際産業連関表は、米国を含んだアジア・太平洋地域における、一

国内もしくは国と国との間の経済循環をコンパクトに記述した、いわば国際

経済の「見取り図」である。タテ側は財・サービスの需要部門、ヨコ側は供

給部門で、その交点が、それら部門の間で交わされた取引額を示している。

表全体は中間需要取引、 終需要取引、輸出、付加価値、そして総投入額／

総産出額を示す国内生産額に分けられ、それぞれが対象 10 カ国別（インドネ

シア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、中国、台湾、韓国、

日本、米国）に表示されている。   

 まずは、付図の表中 左列を見てみよう。これは、インドネシアの産業の

中間投入構成を示している。一番上の要素 AII は、インドネシアの各産業が

投入したインドネシア産の財・サービスの構成、すなわち国産品の取引表で

ある。その下の AMI は、インドネシアの各産業が投入したマレーシア産の財・

サービスの構成、すなわちマレーシアからの輸入表である。以下、API はフィ

リピンからの輸入表、ASI はシンガポールからの輸入表…と、それぞれの添え

字でどの国からの輸入表なのかが読みとれる。 

 ところで、AII～AUI は、全て税抜きの生産者価格で表示されている。した

がって、財の輸入にかかった国際運賃・保険料は BAI、すなわち国際運賃・

保険料ベクトルへ、また、関税・輸入商品税は DAI、すなわち関税・輸入商

品税ベクトルへ一括計上される。 

 一方、AHI、AOI と AWI、すなわち香港、EU および「その他の世界」からの

輸入ベクトルは CIF 表示である。ただし、これらの取引に課せられた関税・

輸入商品税は、AII～AUI 同様、DAI に計上されている。 

 VI はインドネシアの各産業の付加価値計、 下端の XI は総投入額を示して

いる。総投入額は、定義上それぞれの産業の総産出額と一致しており、また、

付加価値にはタテ方向の統計誤差も含まれている。 
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 次に、左から第 11 列目に着目しよう。これは、インドネシアの 終需要計

を示している。 上段の FII は、インドネシア産の各財・サービスに対する

終需要の構成である。以下、FMI はマレーシア産の財・サービスへの 終需

要、FPI はフィリピン産の財・サービスへの 終需要…と、対象 9 カ国の輸入

財に対するインドネシアの 終需要が続いている。 

 中間取引と同様に、FII～FUI も税抜き生産者価格で表示されている。したが

って、それらの取引にかかった国際運賃・保険料および関税・輸入商品税は、

それぞれ足下の対応するベクトル（BFI、DFI）に計上されている。また、FHI、

FOI と FWI は、それぞれ香港、「その他の世界」の財・サービスに対する 終

需要で、いずれも税抜き CIF 表示である。 

 これまではインドネシアの中間需要および 終需要について述べてきたが、

他の対象 9 カ国についても全く同様の見方を当てはめることができる。 

 各国の 終需要計に続き、第 21～23 列目には、香港、EU、「その他の世界」

への輸出が表示されている。すなわち 上端のインドネシアから 下端の米

国まで、それぞれの国で生産された財・サービスについて、対象 10 カ国以外

の国々への輸出総額が示されている。なお、取引額は全て生産者価格で表示

されている。 

 表中 右列 X は各国各産業の総産出額（国内生産額）を表示しており、上

述したように、定義上それぞれの産業の総投入額と一致している。また、そ

の左側の列 Q には、海上在庫、中継貿易などから生じる統計誤差が計上され

ている。 

 

（2）表の作成過程7 

 1995 年アジア国際産業連関表では、多数のユーザーによる早期発表という

要望をふまえ、ある程度の数学的手法による推計部分を織り交ぜる形で、3

年という時間で作成した。今回の 2000 年アジア国際産業連関表では、大多数

の国でサーベイを実施し、基本的には Survey-based の表作成を行った。 
                                                        
7 詳細は 2000 年表の解説編を参照されたい。 



Indonesia

Malaysia

Philippines

Singapore

Thailand

China

Taiwan

Korea

Japan

U.S.A.

Indonesia

Malaysia

Philippines

Singapore

Thailand

China

Taiwan

Korea

Japan

U.S.A.

Export to
Hong Kong

Export to
EU

Export to
R.O.W.

Statistical
Discrepancy

Total
Outputs

co
de

(A
I)

(A
M

)
(A

P
)

(A
S

)
(A

T
)

(A
C

)
(A

N
)

(A
K

)
(A

J)
(A

U
)

(F
I)

(F
M

)
(F

P
)

(F
S

)
(F

T
)

(F
C

)
(F

N
)

(F
K

)
(F

J)
(F

U
)

(L
H

)
(L

O
)

(L
W

)
(Q

X
)

(X
X

)

In
do

n
es

ia
(A

I)
AII

AIM
AIP

AIS
AIT

AIC
AIN

AIK
AIJ

AIU
FII

FIM
FIP

FIS
FIT

FIC
FIN

FIK
FIJ

FIU
LIH

LIO
LIW

Q
I

XI

M
al

ay
si

a
(A

M
)

AM
I

AM
M

AM
P

AM
S

AM
T

AM
C

AM
N

AM
K

AM
J

AM
U

FM
I

FM
M

FM
P

FM
S

FM
T

FM
C

FM
N

FM
K

FM
J

FM
U

LM
H

LM
O

LM
W

Q
M

XM

P
h

il
ip

pi
n

es
(A

P
)

API
APM

APP
APS

APT
APC

APN
APK

APJ
APU

FPI
FPM

FPP
FPS

FPT
FPC

FPN
FPK

FPJ
FPU

LPH
LPO

LP
W

Q
P

XP

S
in

ga
po

re
(A

S
)

ASI
ASM

ASP
ASS

AST
ASC

ASN
ASK

ASJ
ASU

FSI
FSM

FSP
FSS

FST
FSC

FSN
FSK

FSJ
FSU

LSH
LSO

LS
W

Q
S

XS

T
h

ai
la

n
d

(A
T

)
ATI

ATM
ATP

ATS
ATT

ATC
ATN

ATK
ATJ

ATU
FTI

FTM
FTP

FTS
FTT

FTC
FTN

FTK
FTJ

FTU
LTH

LTO
LTW

Q
T

XT

C
h

in
a

(A
C

)
AC

I
AC

M
AC

P
AC

S
AC

T
AC

C
AC

N
AC

K
AC

J
AC

U
FC

I
FC

M
FC

P
FC

S
FC

T
FC

C
FC

N
FC

K
FC

J
FC

U
LC

H
LC

O
LC

W
Q

C
XC

T
ai

w
an

(A
N

)
AN

I
AN

M
AN

P
AN

S
AN

T
AN

C
AN

N
AN

K
AN

J
AN

U
FN

I
FN

M
FN

P
FN

S
FN

T
FN

C
FN

N
FN

K
FN

J
FN

U
LN

H
LN

O
LN

W
Q

N
XN

K
or

ea
(A

K
)

AKI
AKM

AKP
AKS

AKT
AKC

AKN
AKK

AKJ
AKU

FKI
FKM

FKP
FKS

FKT
FKC

FKN
FKK

FKJ
FKU

LKH
LKO

LK
W

Q
K

XK

Ja
pa

n
(A

J)
AJI

AJM
AJP

AJS
AJT

AJC
AJN

AJK
AJJ

AJU
FJI

FJM
FJP

FJS
FJT

FJC
FJN

FJK
FJJ

FJU
LJH

LJO
LJW

Q
J

XJ

U
.S

.A
.

(A
U

)
AU

I
AU

M
AU

P
AU

S
AU

T
AU

C
AU

N
AU

K
AU

J
AU

U
FU

I
FU

M
FU

P
FU

S
FU

T
FU

C
FU

N
FU

K
FU

J
FU

U
LU

H
LU

O
LU

W
Q

U
XU

F
re

ig
h

t 
an

d 
In

su
ra

n
ce

(B
F

)
BA

I
BA

M
BA

P
BA

S
BA

T
BA

C
BA

N
BA

K
BA

J
BA

U
BF

I
BF

M
BF

P
BF

S
BF

T
BF

C
BF

N
BF

K
BF

J
BF

U

Im
po

rt
 f

ro
m

 H
on

g 
K

on
g

(C
H

)
AH

I
AH

M
AH

P
AH

S
AH

T
AH

C
AH

N
AH

K
AH

J
AH

U
FH

I
FH

M
FH

P
FH

S
FH

T
FH

C
FH

N
FH

K
FH

J
FH

U

Im
po

rt
 f

ro
m

 E
U

(C
O

)
AO

I
AO

M
AO

P
AO

S
AO

T
AO

C
AO

N
AO

K
AO

J
AO

U
FO

I
FO

M
FO

P
FO

S
FO

T
FO

C
FO

N
FO

K
FO

J
FO

U

Im
po

rt
 f

ro
m

 t
h

e 
R

.O
.W

.
(C

W
)

AW
I

AW
M

AW
P

AW
S

AW
T

AW
C

AW
N

AW
K

AW
J

AW
U

FW
I

FW
M

FW
P

FW
S

FW
T

FW
C

FW
N

FW
K

FW
J

FW
U

Im
po

rt
 D

u
ty

 a
n

d 
S

al
es

 T
ax

(D
T

)
D

AI
D

AM
D

AP
D

AS
D

AT
D

AC
D

AN
D

AK
D

AJ
D

AU
D

FI
D

FM
D

FP
D

FS
D

FT
D

FC
D

FN
D

FK
D

FJ
D

FU

V
al

u
e 

A
dd

ed
(V

V
)

VI
VM

VP
VS

VT
VC

VN
VK

VJ
VU

T
ot

al
 I

n
pu

ts
(X

X
)

XI
XM

XP
XS

XT
XC

XN
XK

XJ
XU

In
te

rm
ed

ia
te

 D
em

an
d 

(A
)

F
in

al
 D

em
an

d 
(F

)
E

xp
or

t 
(L

)

図
1-

1　
20

00
年
ア
ジ
ア
国
際
産
業
連
関
表
の
枠
組
み

 

 －5－

 

 



 

 －6－ 

 以下、簡単に今回の作成過程を紹介し、分析者の使用留意点としてとどめ

ておきたい。 

①  各国表の作成 

 インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、韓国、日本では 2000

年の国内表が Survey-based で作成された8。 

②  延長表の作成 

 シンガポール、台湾、中国、アメリカにおいては、対象年度の表が存

在しないため、直近の表を利用して延長作業を行った。方法は一次デー

タより CT、 終需要、付加価値、輸出入データを収集し、各国表の構

造に従って、修正 RAS 法にて延長した。 

③  その他の国の一国表（非競争型）の作成 

 シンガポール、台湾、中国、アメリカ、日本を除いては輸入品につい

てサーベイを実施し、輸入表を各国共同研究機関とともに推計し、国際

産業連関表の仕様に転換した。 

④  国際運賃・保険料の推計 

 国際運賃・保険料率については、日本、アメリカ、フィリピン、イン

ドネシア、マレーシア、中国、シンガポール、タイおよび韓国の 9 カ国

について、関連情報が利用可能であった。データが全く利用できない台

湾およびその他の欠損値については、上記 9 カ国の情報を用いて推計し

た。具体的には、国際運賃は距離に比例する9と仮定して、 小二乗法に

より部門別にパラメータを推定し、各国間の距離を代入して欠損値を求

める手法を取った。 

⑤  リンクと調整作業 

 各国表はそれぞれのフォーマットや概念を保有しているため、共通化

をするために、各国の IO データに関するサーベイを実施し、概念調整

                                                        
8 なお、これらは基本表作成機関が共同研究機関である。 
9 セメントや砂利については、重量が大きく反映すると思われるが、貿易統計の双方向

（日本 ―アメリカ間など）の不突合により、重量を反映させる推計方法が見あたらな
かった。 
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を行った（Inomata 2005）。以上の各国部分を連結し、国際運賃・保険料

をはぎとり、そして輸入相手国の国内運輸・商業マージンにて内生 10

カ国の生産者価格化を行った。貿易の不突合により誤差については、IO

部門分類 ―貿易統計間のコンバーターをチェックし、その差額について

産出国部門分類に合わせる形で調整を行った10。 

 

（岡本信広・猪俣哲史） 

 

                                                        
10 生産される財は、行方向では同じ種類であるという仮定が暗黙に置かれている。 
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２．アジア諸国の産業構造とその成長パターン 

 

ある国・地域の産業の特徴を示すため、産業構造分析が用いられる。その

先駆的研究としてペティ＝クラーク（Petty = Clark）の経験則に遡る。つまり、

経済発展に伴い 1 人当たりの所得が上昇し、労働力が第一次産業から第二次

産業、第三次産業へ移動するという説である。後に種々の研究目的に応じて

産業構造の測定基準として労働力に限らず、所得、生産額、付加価値額及び

投資額などが用いられてきた。本節は基本的に 1985, 90, 95, 2000 年アジア表

における国別・産業別算出額のシェアを用いて、東アジア諸国の産業構造の

特徴及びそのダイナミックな変化を要約する。 

 

2.1 国内総算出から見た産業構造 

図 2-1 はアジア表の内生諸国の産業構造及びその変化を鳥瞰するため、 も

大雑把な産業分類（一次、二次及び三次産業）11に従い、国内総算出の構成

比を示している。その特徴を要約すると、まず、一次産業の割合は全ての国

において減少する傾向が見られる。二次産業に関して、日本、米国、台湾、

シンガポールは継続的に減少し、韓国も 90 年以降に減少傾向に転じた。中国、

マレーシア、タイは 95 年まで増加傾向にあったが、2000 になると頭打ちで

規模の縮小が現れた。インドネシアとフィリピンは比較的不安定であるが、

増加傾向が続いてきた。三次産業に関して、日本、韓国、台湾、シンガポー

ルと米国は相対的に速いスピードで増加している。その他の国は基本的に 90

年以降に増加の勢いが見えてきた。概して、規模の大きい国は相対的に安定

した変化が見られるのに対し、規模の小さい国は不安定であるが、全ての国

で概ね Petty＝Clark の経験則に沿う発展段階の変化が推察出来る。 

 図 2-2 はアジア表の 7 産業分類に基づくが、製造業をさらに軽工業と重化 

                                                        
11 「電気・ガス・水道業」はコーリン・クラークの分類に従い、二次産業に分類される。 
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図 2-1 産業別国内総算出の構成比（3 産業） 

 

 

図 2-2 産業別国内総算出の構成比（8 産業） 
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学工業に分け12、95 年と 2000 年の国別・産業別国内総算出の構成比を示して

いる。ただし、産業コードはそれぞれ農林水産業=1、鉱業=2、軽工業=3、重

化学工業=4、エネルギー業=5、建設業=6、運輸・商業=7、サービス業=8 で

ある。 

全体的な傾向として、先進国であるほどサービス業に特化する傾向が強く

なる。同図から米国と日本のサービス業のシェアは圧倒的に高いことがわか

る。新興工業経済群に含まれる韓国、台湾とシンガポールは重化学工業とサ

ービス業の両方に特化する特徴が目立つ。また後進国であるほど農業の割合

が比較的高い。その代表的な国としてインドネシア、中国、フィリピンとタ

イである。両年時の構成比を比べると、日本と米国は構造自体が大きな変化

はないが、サービス業のシェア拡大は見られる。中国は農業、軽工業の低下、

サービス業の増加は顕著である。インドネシアに重工業の増加、韓国、マレ

ーシアにサービス業の拡大、フィリピンとタイに軽工業と重化学工業の順位

逆転が見られる。 

産業構造の特徴からアジア表の内生国を類型化するため、ここで簡単に

2000 年の 24 部門アジア表の国別・産業別構成比を入力データとしてクラス

ター分析を行う。結果は図 2-3 に示されている。 

 

 

図 2-3 産業構造の類型化 

                                                        
12 軽工業と重化学工業という分け方は日本の工業統計調査の分類を参照して作成されて

いる。 
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座標距離 80以上で切るとアジア表の内生国を 2つのグループに分けること

ができる。1 つは先進国の日米と新興工業経済群に含まれる韓国、台湾及び

シンガポールからなり、もう 1 つは残りの開発途上国からなる。座標距離 70

で切る場合に、開発途上国グループはさらに 2 つに分かれて、中国とインド

ネシアは 1 つのグループに属し、マレーシア、フィリピンとタイはもう 1 つ

のグループに属することがわかる。さらに細かく切ることによって、中国、

インドネシア、シンガポールとも独立となり、マレーシアとフィリピンは同

グループ、日米は同グループ、韓国と台湾は同グループになることがわかる。

以上のクラスター分析はあくまで産業総算出の構成比による国の類型化に過

ぎないが、我々のこれらの国に対する直感と概ね一致していると言えよう。 

 

2.2 特化係数から見た産業構造 

産業構造がどの分野に偏っているかを表すものとして特化係数がしばしば

用いられる。ここでは日米を除き、24 部門アジア表の内生国を対象に、1995

年と 2000 年の特化係数を求め、国別の産業特化の程度及びその変化を見る。13 

図 2-4 から分かるように、2000 年時点で中国は農業（1, 2, 3）、その他の鉱

業（7）、繊維（9）、セメント・ガラス製品など（15）、エネルギー（20）及び

建設（21）に特化の程度が高い。これに対し、サービス業（22, 23, 24）の特

化係数は も低い。95 年と比較して、農業における米（1）の特化係数では

目立つ上昇が見られる。また産業全体の特化係数を見るとそのバラツキは縮

小し、この意味で中国は比較的バランスのとれた産業構成になってきたと言

えよう。 

インドネシアは林業（4）、原油・天然ガス（6）、製材・木製品（10）など

と言った天然資源系の製品に特化し、その傾向も強まる一方である。 

韓国の両年時の特化係数に関して、農業の減少を除き、大きいな変動は見

られず、依然として紙・印刷（11）、金属製品（16）、輸送機械（18）、サービ

                                                        
13 特化係数とはある地域の産業構成比は全地域の平均の構成比で除したものである。係

数が大きいほど、その地域は当該産業に特化していると見なされる。 
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ス（23）に特化する傾向は強い。 

 

 

図 2-4 産業の特化係数 

 

マレーシアは非常にバラツキの大きい産業構成となっている。特に林業

（4）、原油・天然ガス（6）、製材・木製品（10）、機械（17）に特化している

ことがわかる。95 年と比べ、ゴム製品（14）の著しい減少を対照に、製材・

木製品（10）への特化はますます強まってきた。 
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台湾は 2000 年時点で、紙・印刷（11）、化学製品（12）、金属製品（16）、

機械（17）、精密機器（19）、サービス業（22, 23, 24）に特化の程度が高い。

95 年と比べ、機械（17）は伸び、化学製品（12）、エネルギー（20）は縮小

することがうかがえる。 

フィリピンは 95 年時点では農業（1, 2, 3）、林業（5）、食糧・飲料・たば

こ（8）、石油製品（13）、エネルギー（20）、サービス業（22, 24）に特化し

たが、2000 年時点で、農業（1, 2, 3）、石油製品（13）へ特化の程度は減り、

食糧・飲料・たばこ（8）への特化はますます目立つようになった。 

シンガポールは石油製品（13）、機械（17）、サービス（22, 23, 24）に特化

し、2000 年になると石油製品は減り、サービスへの特化が一層強くなってき

た。 

タイは 95 年において繊維（9）、ゴム製品（14）、輸送機械（18）、精密機器

（19）、サービス（22）への特化の程度は高く、2000 時点になると、食糧・

飲料・たばこ（8）、精密機器（19）及びサービス（24）の特化が目立つよう

になった。 

 

表 2-1 産業特化のバラツキ 

 
 

特化のバラツキの程度及びその変化を計るため、ここでは両年時の特化係

数の変動係数を用いて説明する。表 2-1 の変動係数（CV2000, CV1995）をみ

ると、中国は も特化のバラツキの低い国で、その次は韓国、台湾及びタイ

である。シンガポールの産業特化は も偏る国で、その次はマレーシア、イ

ンドネシア及びフィリピンである。基本的に上述の変化パターンは国の経済

規模に依存するが、各国の経済の初期賦存にも深く係わると考えられる。さ

らにバラツキの変化（Δ）を見ると、中国は 29.7%縮小し、産業構造のバラ
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ンスは平準化する傾向にあると言えよう。これに対し、マレーシアは 11.4%

の増加となり、特化の程度は一層強くなってきたと考えられる。 

 

（孟渤） 
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３．アジア諸国の貿易構造とその変動パターン 

 

1970 年代から新興工業経済群（NIES）、80 年代から東南アジア諸国連合

（ASEAN）は急速な経済成長を記録していた。85 年の円高以降、日本企業、

特に製造業の海外現地生産は進展し、これは直接投資の形で更に東アジア諸

国経済の好循環に寄与した。その後、日本経済のバブルが崩壊し、長引き不

況に陥っていた。対照に、80 年代半ば以降に中国経済の実質的な高成長が始

まり、90 年代から世界貿易の本格的な参入及びその後の貿易シェア拡大は続

いてきた。こうした中、東アジア諸国は世界の経済成長の牽引役になりつつ、

世界経済に占める重要度も高まる一方である。しかし、97 年のアジア通貨危

機はアジア域内貿易・投資のつながりを通じて各国の経済に影響を与えた。

後にアジア諸国は危機からの回復や危機再来の回避を目指して、貿易自由化

や地域経済統合などに取り組んできた。これらの国際的経済協調はアジア域

内貿易の構図を大きく変化させてきた。 

本節は上述のような東アジア経済のダイナミックな変化を踏まえ、1985, 

90, 95, 2000 年アジア国際産業連関表（以下ではアジア表と略す）を用いて、

時間・空間・産業といった 3 つの視点からアジア表内生諸国の貿易構造の特

徴及びその変化パターンを要約する。 

 

3.1 東アジア域内貿易の変化 

アジア表の内生国・地域は中国（C）、日本（J）、米国（U）、NIES に含ま

れる韓国（K）、台湾（N）、シンガポール（S）、ASEAN に含まれるインドネ

シア（I）、マレーシア（M）、フィリピン（P）、タイ（T）からなる。85 年か

ら 2000 年にかけ、これらの地域間の貿易構図は大きく変化してきた。それを

大雑把に要約するため、各年時のアジア表を 1 国 1 産業に統合し、内生国間

貿易に限って、各国の貿易額は内生国間の貿易総額に占める割合を求めて図

3-1 で示す。 
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図 3-1 

 

まず、輸出を見ると、日米両国は圧倒的に高いシェアを持つが、この 20

年間で減少傾向が強まってきた。特に日本は急速に輸出シェアを失ったこと

が目立つ。一方、インドネシアを除くアジア表の内生諸国は確実に輸出シェ

ア拡大を実現してきた。勿論、97 年のアジア通貨危機からの影響により回復

が遅れた国もあるが、全体的な増加傾向は明らかである。同図の各国の輸入

シェアの変化を見ると、基本的に輸出とほぼ同様な変化パターンが見られる。

その中、特に米国の輸入シェアの大幅な減少が目立つ。 

更に、国間貿易構造の変化を見るため、前述と同様に自国内貿易を除いて

アジア表の内生国間貿易総額に占める各国間貿易の割合を以下の等高線図で

示す。 

図 3-2 の横軸と縦軸はそれぞれ着地側と発地側を表す。年次順の等高線の

色と範囲の変化から、東アジア域内貿易の相互依存関係は如何に変化してき

たかがうかがえる。実際に自地域内貿易を除き各年次の地域間貿易の変動係

数 CV（年次）を求めると以下のようになる。 

CV(1985) =2.89, CV(1990) =2.27, CV(1995) =1.75, CV(2000) =1.56. 
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図 3-2 

 

変動係数の減少は東アジア地域における各国間貿易のバラツキの縮小或いは

貿易を通した相互依存関係の拡大の現れだと考えられる。 

ある国の輸出は相手国の輸入であるという意味で、ここでは国別の輸入の

みを見てみる。85 年では中国の主な貿易相手国は日本と米国であった。この

両国からの輸入額はアジア表の内生国間貿易総額に占める割合がそれぞれ C

←J(1985) =5.78%14、C←U(1985) =1.86%であった。89 年の天安門事件以降、

中国は経済制裁を受け、貿易シェアは大幅に減少した（C←J(1990) =1.65%、

C←U(1990) =1.39%）。95 年になるとシェアの回復が見られることに加え（C

←J(1995) =3.38%、C←U(1995) =1.79%）、92 年に中韓国交正常化をきっかけ

に C←K(1990) =0.15%から C←K(1995) =1.16%まで急上昇した。2000 年に C

←K(2000) =2.22%に加え、台湾からの輸入が目立つようになった（C←N(2000) 

=2.34%）。結果として中国の輸入構造は 85 年の日米依存から日米・韓国・台

湾といった広範囲の構図になりつつある。 

インドネシアは基本的に日本依存の輸入パターンが続いてきたが、97 年の

アジア通貨危機において、ASEAN 及び韓国の中で 大の経済的影響を受け、

98 年の GDP は-13.13%という大幅なマイナス成長となった。2000 年時点で

の輸入シェアは 95 年より減少し、15 それは危機からの回復遅れによる影響

だと考えられる。また 2000 年では米国からの輸入減を対照に中国からの輸入

                                                        
14 便宜のため、C←J(1985)=5.78%という記述は 1985 年に中国の日本からの輸入額はアジ

ア表の内生国間貿易総額（自地域貿易を除き）に占める割合を表す。 
15 アジア表は米ドル建てであるため、2000 年のインドネシアの輸入シェアは通貨危機後

のルピア安により過少評価される可能性もある。 
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増は特徴である。 

日本の輸入構造に関して幾つかの特徴がある。まず、アメリカへの依存度

減少は 90 年以降にますます強まってきた（J←U(1985) =11.26%、J←U(2000) 

=6.83%）。一方、中国からの輸入増は 89 年の天安門事件の影響により一時伸

び悩んだが、後に継続的な拡大が見られた（J←C(1985) =2.54 %、J←C(2000) 

=4.64%）。また、J←I(1985) =3.90%は基本的にエネルギー関連の輸入であった

が、2000 年では J←I(2000) =1.54%となり、これは日本国内の省エネ的生産・

消費パターンの進展によるものだと考えられる。 

韓国の輸入は日米依存という構造は依然として大きな特徴であるが、中韓

国交正常化以降、中国からの輸入増は目立つようになり（K←C(1995) =0.86%、

K←C(2000) =1.04%）、それと対照に米国からの輸入減は続いてきた（K←

U(1995) =3.23%、K←U(2000) =2.70%）。 

マレーシアの経済発展とともに輸入シェアの拡大が続いてきた。日米は依

然としてマレーシアの主要輸入相手国であるが、シンガポールからの輸入に

も顕著な増加傾向が見られた。（M←S(1985) =0.72%、M←S(2000) =1.20%）。 

台湾の輸入は基本的に日米依存（N←J(1985) =2.09%、N←U(1985) =1.79%）

であるが、経済発展とともに依存度の拡大が見られる（N←J(2000) =3.66%、

N←U(2000) =2.49%）。また、中国や韓国からの輸入増も特徴の 1 つだと考え

られる。 

フィリピンは相対的な経済規模が低いため等高線図から目立つ変化は見ら

れないが、基本的に日米依存である。またその輸入額がアジア表の内生国間

貿易総額に占める割合は 85 年の 1.00%から 2000 年の 2.28%へと大幅に増加

した。 

シンガポールの主な輸入先は日米であるが、マレーシアからの輸入増は等

高線図から容易に確認できる（S←M(1985) =0.86%、S←M(2000) =1.20%）。

95 年を 2000 年と比較して見ると、輸入シェアの縮小は目立つ。その一因は

97 年のアジア通貨危機からの回復遅れだと考えられる。 

タイは、97 年の通貨危機後、IMF を軸とする国際金融支援を受け入れ、IMF
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指導の緊縮財政政策を実施した。これにより 98 年の国内経済は著しく停滞し、

経済成長率は-10.8%と大幅に低下した。輸入を見ると比較的シェアは低くて、

基本的に日米依存である。97 年後、輸入シェアの大幅な縮小が見られ、2000

年に至っても回復は難航のようである。 

米国の輸入構造には多様な変化が見られる。85 年に日本からの輸入は圧倒

的に高いシェアを持ち（U←J(1985) =27.69%）、その次は台湾（U←N(1985) 

=6.52%）と韓国（U←K(1985) =4.03%）である。しかし、2000 年では U←J(2000) 

=12.83%、U←N(2000) =3.19%、U←K(2000) =3.11%となり、減少傾向は強ま

ってきた。対照的に中国からの輸入は継続的に拡大してきた（U←C(1985) 

=1.55%、U←C(2000) =4.27%）。 

 

3.2 産業間貿易の構造変化 

前節ではアジア表を 1 国 1 産業に統合し、産業の詳細を省きながら国間貿

易の構図及びその変化を説明してきた。本節ではアジア表の 76 部門分類から

7 部門に統合した表を産業ごとに組み替え、国間の詳細を省きながら産業間

貿易の詳細を重点的に見る。 

表 3-1 は部門間貿易が貿易総額に占める割合を示している。ただし、自国

内の産業間取引は含まれていない。産業コードについて、AGR を農林水産業、

MIN を鉱業、MNF を製造業、ELE をエネルギー業、CON を建設業、TRD を

商業・運輸業、SRV をサービス業と略する。産業連関表上、建設業の産出は

基本的に属地的に計上されるため、表 3-1 の縦側に建設業は含まれない。ま

たアジア表におけるエネルギー業の国間貿易は殆どないため、当該行も表の

縦側から外される。 

 まず、表 3-1 の縦方向の産業別シェアの合計値を見ると、年次ごとに目立

つ変化はなく、変化があったとしても特有なパターンは見られない。これは

アジア表の産業別輸入シェアが比較的安定していると言えよう。しかし、そ

の内部構造は必ずしも安定的ではない。特に製造業の縦方向を見ると、農業、

鉱業からの輸入は継続的に減少し、製造業自身からの輸入は大幅に増加して 
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表 3-1 産業間の貿易構造 

1985  (%) To: AGR MIN MNF ELE CON TRD SRV sum 
From: AGR 0.15 0.00 7.37 0.00 0.31 0.00 0.30 8.14 

MIN 0.00 0.10 9.09 3.90 0.02 0.00 0.03 13.14 
MNF 1.08 0.48 52.87 1.15 5.50 2.68 4.95 68.71 
TRD 0.15 0.05 7.96 0.24 0.54 0.21 0.51 9.67 
SRV 0.01 0.00 0.19 0.01 0.03 0.03 0.06 0.34 
sum 1.40 0.63 77.48 5.30 6.40 2.93 5.86 100.00 

1990                 
AGR 0.20 0.00 5.64 0.00 0.01 0.00 0.39 6.25 
MIN 0.00 0.02 5.37 2.39 0.05 0.05 0.01 7.89 

MNF 1.07 0.32 58.13 0.88 5.52 2.78 8.72 77.42 
TRD 0.14 0.02 6.13 0.15 0.49 0.22 0.92 8.08 
SRV 0.00 0.00 0.11 0.01 0.06 0.03 0.15 0.36 
sum 1.42 0.37 75.38 3.42 6.14 3.07 10.19 100.00 

1995                 
AGR 0.12 0.00 2.81 0.00 0.02 0.00 0.41 3.38 
MIN 0.00 0.02 2.51 1.36 0.02 0.01 0.00 3.93 

MNF 0.77 0.19 63.63 0.44 5.20 2.89 9.40 82.51 
TRD 0.17 0.02 7.69 0.12 0.67 0.28 1.17 10.11 
SRV 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.03 0.07 
sum 1.06 0.24 76.67 1.91 5.91 3.19 11.02 100.00 

2000                 
AGR 0.19 0.00 1.80 0.00 0.01 0.00 0.27 2.27 
MIN 0.00 0.04 2.21 1.35 0.03 0.00 0.00 3.64 

MNF 0.63 0.43 66.67 0.51 4.29 2.69 8.23 83.44 
TRD 0.12 0.06 7.62 0.11 0.55 0.35 1.09 9.90 
SRV 0.00 0.07 0.32 0.02 0.02 0.08 0.24 0.75 
sum 0.94 0.59 78.62 2.00 4.90 3.12 9.83 100.00 

 

きたことは見られる。次に、同表の横方向の産業別シェアの合計値を見ると

大きな変化が現れている。農業、鉱業の輸出シェアの継続的減少を対照に、

製造業製品の輸出に関して 85 年の 68.71%から 2000 年の 83.44%へと大幅に

増えてきた。以上の事実は東アジア地域の工業化の進展とともに、産業間貿

易はますます製造業に集中することがわかる。更に注目すべきなのは製造業

の産業内貿易は圧倒的なシェアを持ち、しかも 85 年の 52.87%から 2000 年の

66.67%へと顕著に増加してきた。これはグローバル化の進展や財の多様性へ

の需要向上とともに製造業における国際分業・加工貿易・迂回生産などの深

化によるものだと考えられる。 

 

（孟渤） 
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４．アジア諸国の後方連関 

 

本節は、2000 年アジア国際産業連関表の内生国について、後方連関効果を

測定し、産業連関構造を検討する。とくに、「はじめに」でも触れられている

ように、空間的な相互依存関係（融合）の変化に留意しながら分析を行う。 

ハーシュマンによれば、後方連関とは、「第一次産業以外のあらゆる経済活

動が、自己の活動に必要な投入物を国内生産によって供給しようとする努力

を誘発すること」（ハーシュマン、1961, p.174）である。あるいは、鳥居によ

れば、「1 つの産業が登場することにより、他の諸産業に対して原料需要が誘

発され、原料供給産業の登場が可能となる効果」と定義される（鳥居、1979, 

p.242）。ただし、現実の産業連関分析では、既存の産業における需要の増加

が、産業全体でどれだけの生産量を誘発するかを測定すること、すなわち、

ある国の産業において需要が 1 単位発生した場合に産業全体で誘発される生

産量の程度を測定することが多い。後方連関効果を示す指標はいくつかある

が、本節では、二つの指標を使って分析を試みる。まず、レオンティエフ逆

行列の各列和の平均値からの乖離を表す、いわゆるラスムッセンによる指標

（影響力係数）を用いて分析を行う。その後に、レオンティエフ逆行列の列

和を直接に指標として用いて、後方連関効果を分析する。 

 

4.1 影響力係数による分析 

 表 4-1 は、1985 年、1990 年、1995 年、2000 年の影響力係数を示す。この

指標では、レオンティエフ逆行列の各列和の、すべての列和の平均に対する

相対比であり、この係数が 1 より大きい部門は影響力が全産業平均より大き

く、1 より小さいと平均より小さい。また、異時点間の比較において、その

値の変化は効果の大きさの相対的な変化として比較できる。 

 ここで見て取れることは、第一に、中国のすべての産業においてこの値が

1985 年からほぼ一貫して増大していること、第二、とくに中国の軽工業、重

化学工業、その他の第二次産業の効果は 1990 年表および 1995 年、2000 年表
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において突出して大きいこと、第三に、日本はすべての産業においてこの値

が一貫して減少していること、第四に、全産業でみると、インドネシアとフ

ィリピンの値が 1985 年から継続して相対的に小さいということである。すな

わち、対象地域において、中国諸産業のプレゼンスと影響力とが相対的に高

まっていること、中間財の供給源が日本から中国へとシフトしていることを

示唆している。 

以上のような特徴はもう少し立ち入ってみるために、次に列和自体を指標

として分析を行う。 

 

4.2 後方連関効果の国際比較 

まず、全産業平均値に着目し、2000 年表における後方連関効果を国際比較

する。表 4-2 の 下欄の値は、それぞれの国について、ある国のある産業に

対する 1単位の需要増加が究極的に内生の 10ヶ国全体で初期需要の平均で何

倍の生産が誘発されるかを示す指標である。この値が高い国は、一般に対象

国の諸産業との結びつきが相対的に強いことを示す。もっとも高い値を示し

ているのは中国（2.462）であり、ついで、シンガポール（2.120）、台湾（2.029）、

韓国（2.003）と続き、2 倍以上の生産誘発を示している。他方で、低い値を

示しているのは、フィリピン（1.793）とインドネシア（1.763）の二カ国で

ある。 

次に、同じく表 4-2 を用いて、自国の産業に対する後方連関効果（国内後

方連関）を検討しよう。高い値を示しているのは中国（2.318）であり、日本

（1.894）、アメリカ（1.888）、韓国（1.810）と続いている。これに対して、

もっとも低いのはフィリピン（1.470）であり、マレーシア（1.517）、インド

ネシア（1.626）と続く。産業平均の後方連関効果全体では上位にきていたシ

ンガポール（1.643）と台湾（1.729）は、国内への後方連関効果に絞ると、

中国やアメリカ、日本、韓国と比較して相対的に低いことが観察できる。こ

のように、中国とシンガポール、台湾の国内外の産業との結びつきが強く、

フィリピンとインドネシアが弱いこと、国内後方連関に絞ると、中国に加え、
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日本とアメリカの値が大きく、シンガポールと台湾が下位にくる、という特

徴は 1995 年表でも同じ傾向が見て取れ、この点は大きな変化はない。 

後方連関効果全体に占める国内産業の比率、すなわち、ある産業に対する

一単位の需要増加に伴う生産量の増加をどの程度国内産業によってまかなう

ことができるかという比率もまた表 4-2 より観察できる。いいかえると、1995

年と比較してこの比率が減少していれば対象国間の依存関係は深まっている。

この点、アメリカ（97.5%）、日本（96.8%）、中国（94.1%）、インドネシア（92.2%）、

韓国（90.4%）が 90%以上の値を示しているのに対し、マレーシア（76.3%）、

シンガポール（77.5%）、フィリピン（82.0%）においては、国内産業需要増

の効果のうち 20%前後あまりが海外に漏出する。1995 年表でも同じ特徴がみ

られた。また、シンガポールを除くすべての国で、この比率は 1995 年に比べ

て下がっており、対象国の産業間の結びつきは全体として強まる傾向にある

ことが伺える。 

さらに、海外に漏出する波及効果がどの国の産業の生産を誘発しているか

という点を、同じく表 4-2 の比率に依拠して、より詳しくみてみよう。第一

に、日本を除くすべての内生国において、日本の産業に対する誘発効果がも

っとも大きく、漏出の割合の大きいマレーシアでは 4.9%、シンガポールも同

じく 4.9%、フィリピンでは 3.9%となっている。第二、日本の次に大きいの

は、アメリカと中国をのぞいては、アメリカに対する効果である。各国にお

いて発生する需要に対する日本とアメリカの重要性が伺える。なお、中国に

ついては、韓国への生産誘発が二番目に大きく、アメリカへの効果はさらに

台湾についで 4 番目となっている。 

このような日本・アメリカのプレゼンスが大きいという構造は 1995 年表で

もみられたものの、1995 年表と比較すると、日本の産業に対する誘発効果の

シェアはすべての対象国において下がっている。この日本のシェアの減少分

は、一概にはいえないものの、主に中国および韓国のシェアの上昇となって

現れている。中国および韓国の産業が対象地域における結びつきを強め、重

要性を増していると考えられる。 
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4.3 産業別の比較 

 次に、産業別の後方連関効果を検討しよう。ただし、対象は製造業に絞り、

表 4-3 および表 4-4 を用いて、軽工業、重化学工業について比較検討する。 

 まず、すべての対象国において、一単位の需要増加に伴う生産量の増加を

どの程度国内産業によってまかなうことができるかという比率をみる。すで

に述べたように、この比率が 1995 年と比較して下がっていれば対象地域にお

ける相互依存関係は深まっていると考えられる。すぐに観察できることは、

重化学工業に比較して軽工業は、国内産業への影響のシェアが高い、という

ことである。軽工業では、シンガポール（72.8%）、マレーシア（77.8%）だ

けが 80%未満であるのに対し、重化学工業では、マレーシア（60.4%）、フィ

リピン（62.6%）、シンガポール（65.9%）、タイ（70.1%）、台湾（73.3%）と

5 カ国が 80%未満である。この特徴は 1995 年と同じである。1995 年表と比

較して目立つのは、重化学工業につき、マレーシアで 9.8%ポイント、フィリ

ピンで 12.9%ポイント、このシェアが減少しているという点である（表 4-7）。

軽工業については 1995 年表からあまり大きな構造の変化はみられない（表

4-6）。 

 次に、軽工業と重化学工業とで、自国以外の国への波及効果がどのように

異なるかを検討しよう。この点は、重化学工業については、日本以外の対象

国においては日本への効果がもっとも大きく、アメリカが続いている。ただ

し、重化学工業においても、全産業平均のところで観察されたのと同じよう

に、1995 年表と比較すると日本への効果のシェアは減少傾向にあり、韓国お

よび中国のそれが増加傾向にある（表 4-7）。軽工業では、日本への効果がも

っとも大きい国が多いものの、インドネシアとフィリピン、韓国では、アメ

リカへの波及効果がもっとも大きい。また、1995 年表と比較した日本への効

果のシェアはやはり減少傾向にあり、中国への効果のシェアは、1995 年と比

較してすべての国においてやはり上昇している（表 4-6）。 
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4.4 主なファインディングス 

 以上、2000 年アジア国際産業連関表の後方連関効果を計測することにより、

対象地域の産業連関構造を観察した。主なファインディングは以下のとおり。 

 第一に、影響力係数で観察すると、2000 年表でも中国の値が突出して大き

く、1985 年、90 年、95 年表と比較しても、中国の値は増加傾向にあり、対

象地域における影響力の大きさは日本から中国へと移る傾向がみられる。 

第二に、全産業平均の後方連関効果は、中国の値がとりわけ高く、シンガ

ポール、台湾の値が続いている。これらの国の産業が国内外との結びつきが

平均でみて強いことを示し、インドネシアとフィリピンの値が低い。この特

徴は 1995 年表と同じである。 

第三に、全産業平均の国内後方連関に絞ると、中国と日本、アメリカの値

が高く、これらの国において、国内産業基盤が、発生する需要にこたえうる

構造を相対的に強くもっていることが伺える。この点も、1995 年から大きな

変化はない。 

第四に、全産業平均で見た国外への波及効果については、日本、アメリカ

への波及が顕著であり、これら二カ国が自国の需要に加えてアジア諸国の需

要にもこたえている状況がある。この点は 1995 年表と変化はないものの、中

国と韓国に対する後方連関効果のシェアがすべての対象国において 1995 年

時点から増加しているのに対し、日本への効果のシェアは減少している。さ

らに、シンガポールを除くすべての国で、後方連関効果全体に占める国内産

業のシェアは減少しており、対象地域における相互依存関係の深まりを示唆

している。 

第五に、製造業については、1995 年表と同様に、軽工業の国内への効果は

重化学工業と比較し相対的にどの国でも依然として高い。ただし、後方連関

全体に占める国内産業の比率では、重化学工業においてフィリピンとマレー

シアで 1995 年時点から大きくこの値が下がっている。 

第六に、製造業における自国以外への効果については、日本、アメリカに

対する効果が依然として重要である。ただし、1995 年と比較して顕著な特徴
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は、軽工業と重化学工業の双方において、全産業平均においてみられたよう

に、日本への効果のシェアは減少傾向にあるというとことである。重化学工

業では、その裏返しとして、中国と韓国への効果が増加しており、軽工業に

おいては、中国への効果のシェアがすべての対象国において 1995 年時点より

も上昇している。 

以上を、要するに、対象地域においては、依然として日米のプレゼンスの

大きさを示す結果となっているものの、1995 年時点と比較すると、第一に、

対象地域における相互依存関係は高まっていることが観察され、第二に、中

国および韓国、とりわけ中国の対象地域における重要性が増しているように

考えられる。本稿では 5 部門表を用いているが、24 部門表、76 部門表を用い

て検討すれば、さらなる興味深い事実をみつけることが可能であろう。 

 

（佐藤 創） 
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1985 1990 1995 2000
第一次産業 0.635541 0.667714 0.674594 0.671173
軽　工　業 1.036102 1.021596 1.015229 0.993249
重（化学）工業 0.951086 0.940402 0.962191 0.946778
その他の第二次産業 1.081554 1.066621 1.030253 0.992301
第三次産業 0.728860 0.766483 0.782761 0.804648
全産業 0.886628 0.892563 0.893006 0.881630
第一次産業 0.697621 0.729477 0.704438 0.767473
軽　工　業 1.100075 1.174524 1.079336 1.172032
重（化学）工業 1.010837 1.086856 1.047452 1.181444
その他の第二次産業 1.103471 1.129565 1.103990 1.049027
第三次産業 0.761172 0.851204 0.867421 0.805164
全産業 0.934635 0.994325 0.960528 0.995028
第一次産業 0.756274 0.785118 0.757412 0.732591
軽　工　業 1.050915 1.051585 1.015612 0.993909
重（化学）工業 0.944756 0.954385 0.930815 1.020284
その他の第二次産業 0.995708 0.969293 0.916548 0.948814
第三次産業 0.795643 0.818115 0.798717 0.789134
全産業 0.908659 0.915699 0.883821 0.896946
第一次産業 0.978788 0.957522 1.065369 1.103476
軽　工　業 1.093336 1.107892 1.133391 1.091926
重（化学）工業 1.058997 1.093068 1.229997 1.110587
その他の第二次産業 1.067303 0.923431 1.017082 1.085381
第三次産業 0.883818 0.796821 0.935191 0.911747
全産業 1.016448 0.975747 1.076206 1.060623
第一次産業 0.847977 0.801057 0.787072 0.827902
軽　工　業 1.080727 1.069937 1.057697 1.088781
重（化学）工業 0.958895 1.026334 1.050080 1.040049
その他の第二次産業 1.151105 1.029424 1.012031 1.024842
第三次産業 0.813102 0.819347 0.810014 0.869133
全産業 0.970361 0.949220 0.943379 0.970142
第一次産業 0.804527 0.926156 0.993184 0.996380
軽　工　業 1.196593 1.264318 1.271645 1.313909
重（化学）工業 1.198513 1.346753 1.328865 1.387845
その他の第二次産業 1.249778 1.328558 1.330457 1.353341
第三次産業 0.952802 1.038213 1.046218 1.106225
全産業 1.080442 1.180800 1.194074 1.231540
第一次産業 1.052527 0.995637 1.003343 0.989410
軽　工　業 1.255527 1.238201 1.203165 1.182837
重（化学）工業 1.183960 1.181076 1.149784 1.157927
その他の第二次産業 1.138248 1.132396 1.096027 1.034928
第三次産業 0.791719 0.783778 0.755870 0.710465
全産業 1.084396 1.066218 1.041638 1.015113
第一次産業 0.866061 0.848065 0.829760 0.865746
軽　工　業 1.234698 1.220179 1.128610 1.175437
重（化学）工業 1.169701 1.180867 1.126202 1.140030
その他の第二次産業 1.096043 1.051454 1.067612 1.014062
第三次産業 0.819688 0.827597 0.798883 0.813374
全産業 1.037238 1.025632 0.990214 1.001730
第一次産業 0.986843 0.937587 0.931606 0.923320
軽　工　業 1.186249 1.144061 1.104278 1.067286
重（化学）工業 1.244727 1.185579 1.157702 1.129237
その他の第二次産業 1.099321 1.041224 1.025896 0.987630
第三次産業 0.828955 0.815704 0.796570 0.785449
全産業 1.069219 1.024831 1.003211 0.978585
第一次産業 0.942446 0.955508 1.008000 0.976378
軽　工　業 1.129895 1.069502 1.101745 1.043308
重（化学）工業 1.125725 1.026110 1.090663 1.031532
その他の第二次産業 1.059289 0.996304 1.019803 0.986956
第三次産業 0.802507 0.827401 0.849420 0.805141
全産業 1.011972 0.974965 1.013926 0.968663

米国

タイ

中国

台湾

韓国

フィリピン

シンガポール

表4-1　影響力係数の変化（1985～2000年）

日本

インドネシア

マレーシア
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５．アジア諸国の最終需要依存度 

 

本節では、新たに完成した 2000 年アジア国際産業連関表（以下、2000 年

表）と 1995 年表を用いて各国の 終需要生産誘発依存度を計測し、依存度か

ら見た国際比較と各国の 2 時点の産業構造の変化を追う。 終需要生産誘発

依存度は、一国のある財の生産が他国の 終需要によってどの位の割合で影

響を受けたかを表す指標であり、又逆に自国の 終需要が他国に及ぼす影響

も観測する事が可能である。 

 

5.1 産業全体による比較 

表 5-1 は産業全体の各国の 1995 年及び 2000 年の 2 時点におけるに誘発生

産額と 終需要依存度を示している。 

 まず、国内の 終需要依存度を表の対角線上から見ると、マレーシア及び

シンガポールが約 40%以下、日本及び米国の 90%の近傍、そして 60%代から

70%代がその他の国で概ね 3 つのグループに分ける事が出来る。そしてこの

結果マレーシア及びシンガポールは海外依存度が も高い産業構造を持つ国

であり、又 1995 年及び 2000 年のこの間に大きな変化は認められなかった。

即ち、両国は輸出の増減によって国内経済が大きく受けるがその構造自体は

大きな変化なかったと推測される。これと対照的な産業構造を持つ国は日本

及び米国で、2000 年ではそれぞれ 90%、91.5%と国内 終需要による依存度

が突出しており内需主導型の産業構造で更に若干の深まりがあった観測され

る。次に、これら 2 つにグループの間にある国々では国によって差はあるが

この間に比較的大きな変化があった事が観測される。 

インドネシアは 1995 年 80.6%といわゆる「フルセット経済」といわれた内

需依存型であったが 2000 年では 15.2%落ち込んだ 65.4%で台湾並み（2000

年の台湾は 64.6%）と急速な海外依存型に変貌した。1997 年の通貨危機によ

ってもたらされたルピーの切り下げにより、急速な輸出拡大をもたらし輸出

依存構造に変化したと考えられる。したがって基本的には、この変化はルピ
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アの下落に起因するもので、産業構造が変化したと即断はできない。フィリ

ピンは 9.5%減少して 63%、タイは 7.3%減少して 60.7%とこの間海外への依

存の高まりが観測され、インドネシアと同様に通貨危機の影響に起因するも

の推測される。中国はこの間約 79%で変化は 0.6%とほとんど変化がなく経済

規模が巨大なため変化の速度は緩慢と見られる。その他韓国では通貨危機で

ウオンの大きな切り下げにも拘わらず 74.7%から 74.0%と変化は少なく内需

主導型産業構造の急速な回復状況が看取される。 

 次に各国の依存度を相手国別に追って見ると、一見して日本及び米国に大

きく依存している様子が観測され、更にインドネシアと中国の 1995 年を除い

て全ての国が米国への依存が日本より大きい。しかも傾向として米国への依

存の拡大傾向が見られる。 

 シンガポールとマレーシアの相互依存も突出しているが、2000 年ではシン

ガポールのマレーシア依存は幾分低下した。次いで、中国への依存度の深ま

りである。各国の依存度の高い相手先では、日米を除けば、上位 2 ヶ国です

べて中国が入っている。特に台湾では 1995 年の 1.5%が 2000 年には 3.6%と

なり対日本の 3.1%とその差が拮抗する程に縮まって来た。同様に、韓国でも

2000 年では中国へは 2.1%、日本へは 2.3%と台湾同様のケースになってきて

いる。 
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5.2 産業別比較 

 次に産業別に「表 5-2 軽工業の 終需要依存度」及び「表 5-3 重工業の

終需要依存度」をそれぞれ参照して見よう。 

 軽工業及び重工業の誘発生産額は、2000 年ではインドネシアを除く全ての

国で重工業が軽工業より多く誘発しており、重工業品の輸出が拡大している

事を表している。又、両産業の依存度の差が 2000 年時点で大きな国ではそれ

ぞれフィリピン（78.1%、22.9%）、シンガポール（43.8%、13.8%）及び台湾

（45.1%、28.5%）が顕著である。 

 軽工業の 2000 年の依存度を見ると、マレーシアの 29.0%が突出して海外依

存を深めている一方、他方日本及び米国を除くとインドネシアの 61.5%、フ

ィリピンの 78.1%、中国の 66.1%及び韓国の 64.3%と国内 終需要への依存度

が高い。相手国では日本及び米国のプレセンスはこの間でも圧倒的である。

マレーシアとシンガポールの相互依存が大きいのは全産業の場合と同じであ

る。その他台湾及び韓国への依存が大きいが、中国への依存の深まりが急速

に現れてきており 2000 年で特にマレーシア 3.2%、台湾 5.6%、韓国 3.8%、更

に依存度の率としては小さいが日本においても対中依存度は 0.8%と対アジ

アでは も大きい。とりわけ台湾は 1.5%から 5.6%とこの間の急速な中国と

の依存関係の深まりがあったと観測される。ASEAN 域内ではシンガポール

とマレーシアの関係を除くと、インドネシアはマレーシアに、マレーシアは

タイに、シンガポールはタイに、タイはマレーシアに依存している。フィリ

ピンは全ての国で依存関係が薄くなってきており、分極化しているといえよ

う。 

 重工業においては、マレーシアとシンガポールの自国市場依存が 2000 年で

それぞれ 13.7%、13.9%しかなく、圧倒的に海外市場依存型である。フィリピ

ンでは自国市場依存が 1995 年の 53.5%から 22.9%と大きく減少している。そ

の他、この間シンガポールを除く全ての国で海外依存度の高まりが観測され

特に、インドネシアの自国依存度は 76.4%から 53.7%、タイの 55.5%から 34.4%、

韓国の 59.5%から 47.7%と減少し、相互依存の急速な深まりが見られる。こ
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こでも 1997 年のこれらの国を襲った通貨危機がもたらした通貨の下落によ

る輸出の急速な拡大が影響しているであろうと想像される。 

 日本及び米国を除いて相手国から見ると、軽工業と同じく概ね全ての国で

中国との依存の深まりが観測される。1995 年から 2000 年の間、マレーシア

の 1.6%から 4.3%、シンガポールの 3.0%から 4.5%、タイの 0.9%から 3.2%、

台湾の 2.6%から 8.0%、韓国の 2.4%から 5.1%、更に日本でも 1.4%から 2.0%

と中国との依存関係の急速な深まりが現れている。中国が域内市場としての

アブソーバーの役割を果たすようになった。日本と米国の市場を比べると、

米国が圧倒的に大きい。特に 2000 年では概ね日本が 1 桁のパーセントに対し

て、米国はマレーシア 23.6%、フィリピン 22.9%、シンガポール 18.9%、台湾

16.1%、更に韓国においても 11.9%となっており、各国ともに米国への依存の

深まりが観測され、米国のアジアでの市場としての役割が顕著である。 

 

5.3 主なファインディングス 

 以上の表の読み取りをまとめると次の以下のようになる。 

① 全産業ベースで見ると、概ね海外依存度が高まる傾向にあり特にこの間

のインドネシア、タイ及び台湾に顕著であった。 

② 日本と米国は依然としてアジア諸国において圧倒的なプレセンスを持つ。 

③ この地域の軽工業では米国と日本への依存度に大差はないが、重工業で

は米国は日本のそれを大幅に越え更に拡大する傾向にある。 

④ 全ての国で中国の影響が急速に拡大しており、特に重工業で顕著である。 

⑤ ASEAN 域内の依存はマレーシアとシンガポールを除くと小さい。しか

しタイとマレーシアの相互依存が深まっている。 

 

（中村 純） 
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おわりに 

 

 1990 年代前半までのアジア地域は、持続的経済発展を続ける世界経済の重

要な地域であった。この時期、アジアでは NIES 諸国の成熟、ASEAN の追随、

中国の台頭が相次いで観察された。1997 年に発生したアジア金融危機は、こ

れらの国々に対し、その成熟度に応じてさまざまな影響を及ぼした。インド

ネシア、タイ、マレーシア等の ASEAN 諸国は大きな自国通貨の切り下げに

迫られ、韓国では国内でリストラが起こった。一方、中国は香港で通貨危機

の影響を受けたものの、大陸での影響はほとんどなかった。その結果、中国

経済がアジア地域においてそのプレゼンスを高めたのである。 

 実際本稿の分析によっても非常に有意義なファインディングスが得られた。 

① 経済成長にともなって産業構造は変化する。日米を中心とする先進国は

ますますサービス産業のシェアが拡大する中で、アジア諸国は第二次産業

へのシフトが中心である。クラスター分析からも、日米グループ、韓国・

台湾グループ、そしてフィリピン、タイ、マレーシアグループと中国、イ

ンドネシアのグループが存在することが確認された。中国は急速に経済成

長を遂げ、ASEAN のグループに入り、ASEAN の後と言われていた今まで

の雁行形態を変化させてきたと言える。しかも計画経済時代にフルセット

型で産業が建設されたため、ASEAN よりも産業構造の平準化率は高い。

すなわち「古い工業国」が外資導入や国有企業改革で「新しい工業国」と

して台頭してきた。 

② 貿易構造の面でも中国経済の存在は大きくなりつつある。日本・米国の

域内における輸出入シェアは確実に減少し、ASEAN 地域のシェアの上昇

は小さものに留まっている一方、中国のシェアは急速に拡大している。国

間でも日米の 2 極を中心とした構造から日米中の 3 極構造に変化しつつあ

る。ただし、日米は各アジア地域との取引が大きいのに対し、中国は日米

を中心に韓国・台湾との貿易を拡大してきている。その意味では、中国の

ASEAN 地域に対するプレゼンスは、日米ほど大きくない。 
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③ 貿易の域内における分散化は、各国の相互依存を高めつつあり、域内経

済は確実に融合しつつある。実際、近年は FTA や EPA が盛んに議論され

ており、域内の融合は一層拡大するであろう。域内の成長の軸が日米から

中国などのアジア諸国に移るにつれ、その傾向は一層強くなる。後方連関

からみても中国の影響力係数が圧倒的に大きい。すなわち中国は日米に変

わって、成長の極となりつつあり、中国の成長が他国の成長を牽引する形

になってきた。ASEAN 各国の産業は中間財を日米とくに日本に依存して

いたが、その依存も小さくなり、中国の存在がおおきくなってきている。 

④ 輸出市場としてみた場合、日米は内需主導で成長できるだけの市場をも

っている。その中でも米国市場は重要であり、アジア各国は米国市場への

依存を強める形で経済成長を実現してきた。その一方で中国の経済成長は、

アジアに対しても市場としての役割を持つようになってきた。韓国・台湾

は確実に中国市場に依存を強めた。ASEAN 諸国も中国市場に誘発される

傾向が強まりつつある。その結果、ASEAN 域内での市場拡大は見られな

くなってきている。 

今後の研究課題として、この中国経済の成長と他国への影響をもっと小さ

な産業レベルで明らかにする必要がある。 
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